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1．はじめに 

大規模な地震が発生すると、平野部では地盤の液状化によってさらなる被

害の拡大が懸念される。液状化による被害は、短時間で構造物に多大な影響

を及ぼすため、事前の対策が必要である。 

既往の研究では、地盤情報 DB を用いた N 値の空間分布推定手法 1)、地盤

構造モデル作成手法 2)、広域地下水流動解析手法 3)が確立され、広域的な地

盤モデル作成手法が提案された。長谷川ら(2009)
4)は上記の手法により気候

変動に伴う液状化危険度の将来予測を行い、得られた結果と過去の地震にお

ける各地域の民力総合指数 5)と経済被害額の関係から、液状化被害に着目し

た補正値を仮定して経済被害額算出式を提案した。 

本研究では長谷川ら(2009)が提案した経済被害額算出方法を過去の地震

事例に適用することで妥当性を検討し、算出式の高度化を行った。さらに長

谷川らの対象とした東京都東部に適用した結果を報告する。 

2．経済被害額算出式の検討 

 長谷川らによって提案された経済被害額算出式を、過去地震事例に適用す

ることで妥当性の検討を行った。対象とする地震事例は、1995 年 1 月 17 日

に発生した兵庫県南部地震である。以下に、長谷川らによって提案された液

状化の程度による被害の変化を考慮した経済被害額算出式を示す。この算出

式は過去の地震事例の経済被害額と民力総合指数の関係(図 1)から、液状化

により被害が拡大すると考え、液状化の程度による被害の変動を考慮する補

正値を与えた算出式である。 
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Se：民力総合指数 H：液状化による補正値 

まず、既往の研究と同様の手法を用いて、｢神戸 JIBANKUN
6)｣に収録され

ているボーリングデータおよび各データに収録されている地下水位をもと

に、地盤モデルを作成し液状化危険度評価を行った。図 2に作成した地盤モ

デル、図 3に液状化危険度評価結果を示す。得られた地盤液状化指数(以下、

PL 値)から経済被害額を算出し比較・検討を行った。算出結果は図 4に示す

ように、総額約 2.71 兆円となった。 

ここで、兵庫県南部地震による実際の経済被害額は約 7 兆円と報告され、

算出結果と大きな誤差がある。これより、長谷川らの算出法は実際の経済被

害額よりも過少に算出されることが分かった。以上の結果から液状化による

補正値の検討を行い、より実被害に近い経済被害額の算出の可能な液状化に

よる補正値を提案した。 
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図 1 経済被害額と民力総合

指数の関係 

 

図 2 神戸市の地盤モデル 

 

図 3 神戸市の液状化危険度 

評価結果 

 

図 4 液状化危険度評価結果

を利用した経済被害額 
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3．経済被害額算出式の高度化・提案 

まず、全てのメッシュにおいて液状化が発生

しない場合(H＝1)の経済被害額を算出すると、

地震のみによる被害額として約 2 兆円が算出さ

れる。しかし、実際の兵庫県南部地震の経済被

害額として約 7 兆円が報告されている。この関

係から、液状化によって約 5 兆円の経済被害額

が増加したと考え、PL 値によって変化する新た

な補正値 HEを決定した(図 5)。これより、経済

被害額は過少に算出されることなく経済被害総

額として約 7 兆円(図 6)が算出され、より実被害

に近い経済被害額の算出が可能となった。下記に

新たな経済被害額算出式を提案する。 

   250.180.10653.0  EE HSeHYp 　　

 Se：民力総合指数  HE：液状化による補正値 

4．東京都東部への適用 

 新たに提案した経済被害額算出式を用いて、長

谷川らが対象とした 1990 年の経済被害額と各気

候変動シナリオ(海面上昇シナリオ、降雨シナリ

オ、降雨+海面上昇シナリオ)における 2100 年の

経済被害額を算出した。対象とした地域は東京都東部であり、江戸川と荒川に

囲まれた領域および荒川から山の手台地との境界となる台東区周辺までの領域

である。適用した結果を図 7～図 9に示すと、1990 年(図 7)では約 14 兆円という

非常に多額の経済被害額が算出された。これは長谷川らが算出した結果と比較

して約 3.8 倍となっており、気候変動シナリオ(図 8)に関しても約 4.1 倍の経済被

害額が算出された。また増加額(図 9)では、降雨と海面上昇により約 2.7 兆円の

増加が予測され、河川沿岸よりも内陸部での経済被害額の増加が多いことが分

かる。このような地域では、地下水位を低下させるなどの液状化対策が必要で

あると考えられる。将来、温暖化による気候変動(降雨と海面上昇)により地下水

位が上昇することは、液状化領域の拡大だけでなく地震が発生した場合の経済

損失に大きく影響することが分かった。 

5．まとめ 

 本研究で得られた知見は以下の通りである。 

1)新たに液状化による補正値を設定することで、より実被害に近い経済被害額を算出できる式を提案した。 

2)将来(2100 年)、東京都東部における温暖化に起因する液状化の経済損失の増加額は約 2.7 兆円と算出され、

気候変動に対する適応策の必要性があることを示した。 
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図 5 新たな液状化による 

補正値 HE 

 

図 6 補正値 HEを利用して 

算出した経済被害額 

 

図 7 1990年経済被害額 

 

図 8 2100年経済被害額 

(降雨+海面上昇シナリオ) 

 

図 9 経済被害増加額 

(降雨+海面上昇シナリオ) 
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